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４ 財 産 の 状 況 

 

企業会計を除く財産の当年度中の増減及び年度末現在高の状況をみると第４６表のとおりであ

る。 

 

単位 平成15年度末 平成14年度末 対前年度増減

土 地 ㎡ 57,247,234 57,193,682 53,552

建 物 ㎡ 7,025,620 6,991,100 34,520

面 積 ㎡ 17,571,014 17,468,364 102,650

立 木 の 推 定 蓄 積 量 ? 126,293 125,600 693

船 舶 隻 2 2 0

浮 桟 橋 基 1 1 0

航 空 機 機 2 3 △ 1

物 権 地 上 権 ㎡ 5,648 5,648 0

件 9 9 0

千円 34,726,126 34,052,126 674,000

千円 185,919,515 179,084,544 6,834,971

件 1 1 0

点 16,687 16,790 △ 103

千円 338,930,652 350,024,791 △ 11,094,139

千円 278,683,576 273,510,263 5,173,313

222,102,915 215,784,914 6,318,001

30,867,816 30,724,142 143,674

6,061,722 5,814,024 247,698

3,977,309 4,017,301 △ 39,992

3,403,858 4,399,690 △ 995,832

2,170,984 2,181,546 △ 10,562

1,680,523 2,208,308 △ 527,785

8,418,449 8,380,338 38,111

備考：１　道路及び橋梁，河川及び海岸並びに港湾及び漁港を含まない。

　　　２　「物品」は，取得価格５０万円以上（美術工芸品は３０万円以上）のものを掲載している。

区 分

土 地 及
び 建 物

山 林

動 産

公

有

財

産

物 品

債 権

基 金

無 体 財 産 権

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利

不 動 産 の 信 託 の 受 益 権

第　４６　表　　　財　　産　　の　　年　　度　　末　　現　　在　　高

　　　３　「基金」の種別は，現金・預金，債権，有価証券，土地，動産である。

神 戸 市 介 護 給 付 費 等 準 備 基 金

神 戸 市 都 市 整 備 等 基 金

神 戸 市 公 債 基 金

そ の 他 各 種 基 金

神 戸 市 営 住 宅 敷 金 等 積 立 基 金

神 戸 市 ま ち づ く り 等 基 金

神 戸 市 市 民 福 祉 振 興 等 基 金

神 戸 市 公 園 緑 地 事 業 等 基 金

 

 

以下，主な財産の増減について述べる。 
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土地は，山林の増等により，５万３，５５２㎡増加している。 

建物は，公営住宅の増等により，３万４，５２０㎡増加している。 

山林は，買収等により１０万２，６５０㎡増加している。 

航空機は，消防局ヘリコプターの売却により１機減少している。 

有価証券は，関西国際空港株式会社及び神戸空港ターミナル株式会社への増資等により６億 

７，４００万円増加している。 

出資による権利は，本州四国連絡橋公団，神戸市道路公社，阪神水道企業団等への出資金の増

により，６８億３，４９７万円増加している。 

債権は，神戸新交通株式会社貸付金の増があったものの，災害援護資金貸付金，西神戸医療セン

ター整備事業貸付金等の減により１１０億９，４１３万円減少している。 

基金は，当年度末の基金現在高２，７８６億８，３５７万円で，主な内訳は，公債基金 

２，２２１億２９１万円，都市整備等基金３０８億６，７８１万円，まちづくり等基金６０億 

６，１７２万円，市営住宅敷金等積立基金３９億７，７３０万円，公園緑地事業等基金３４億 

３８５万円となっており，前年度末に比べ５１億７，３３１万円（１．９％）増加している。 

なお，広義の財産には，上記のほか歳計現金が６５億９，５８８万円，収入未済額が４５３億

９６８万円ある。 
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５ 債務負担行為の状況 

 

債務負担行為の状況をみると，第４７表のとおりである。 

当年度末の在高は１兆７，０５０億３，９２６万円で，前年度末に比べ８，１８２億 

７，４１８万円（９２．３％）増加している。 

 「物件の購入等に係るもの」は，２年度以上にわたる製造・工事の請負及び建造物の購入等で，

翌年度以降の歳出予算に計上され執行されるものである。当年度末在高は７４８億 

８，５５２万円で，主な内訳は，学校先行建設１９３億８，１７５万円，東灘区総合庁舎整備９３

億４，５０５万円，新長田駅南地区復興市街地再開発事業８９億５，９６７万円，灘区総合庁舎整

備７０億円，及び神戸震災復興記念公園整備５７億円となっている。新長田駅南地区復興市街地再

開発事業の増等により，前年度に比べ６０億９，８３２万円（８．９％）増加している。 

 「債務保証又は損失補償に係るもの」は，保証等の必要が生じた場合に保証額等を歳出予算に

計上し執行するものである。当年度末在高は６，７９８億７８３万円で，主な内訳は，神戸市道

路公社に対する債務保証２，９１６億３，９９７万円，神戸市住宅供給公社損失補償１，９７７

億３，６７３万円及び神戸市土地開発公社に対する債務保証７３８億円となっている。神戸市道

路公社債務保証の増等により前年度末に比べ１３１億５，４３７万円（２．０％）増加している。 

 「地方債証券共同発行連帯債務」は地方公共団体が共同して市場公募地方債を発行する際の連

帯債務保証であり，保証の必要が生じた場合に保証額を歳出予算に計上し執行するものである。

当年度末在高は８，０７０億円で，新たな地方債発行方法に伴うもので皆増している。 

 「その他」は，特定優良賃貸住宅家賃助成，公団借上賃貸住宅事業及び借上公営住宅事業等で

ある。当年度末在高は１，４３３億４，５９０万円で，特定優良賃貸住宅家賃助成及び公団借上

賃貸住宅事業の減等により前年度末に比べ７９億７，８５１万円（５．３％）減少してい 

る。 

 

第　４７　表

（単位　金額：千円，比率：％）

決　算　額
対 前 年 度
増 減 額

増減
率

決　算　額
対 前 年 度
増 減 額

増減
率

決　算　額
対 前 年 度
増 減 額

増減
率

物 件 の 購 入 等
に 係 る も の

74,885,522 6,098,329 8.9 68,787,193 △ 13,288,209 △ 16.2 82,075,402 △ 15,906,550 △ 16.2

債 務 保 証 又 は
損失補償に係るもの

679,807,835 13,154,373 2.0 666,653,462 76,733,100 13.0 589,920,362 4,358,059 0.7

地 方 債 証 券 共 同
発 行 連 帯 債 務

807,000,000 807,000,000 皆増 － － － － － －

そ　の　他 143,345,905 △ 7,978,513 △ 5.3 151,324,418 △ 9,481,060 △ 5.9 160,805,478 2,407,254 1.5

合　　計 1,705,039,262 818,274,189 92.3 886,765,073 53,963,831 6.5 832,801,242 △ 9,141,237 △ 1.1

資料：行財政局財政部財務課

債　務　負　担　行　為　の　状　況

平 成 13 年 度 末

備考：「物件の購入等に係るもの」及び「その他」については，支出すべき額が確定したもの又は支出予定額を，「債務保証
　　　又は損失補償に係るもの」及び「地方債証券共同発行連帯債務」については，限度額をそれぞれ計上した。

項 目

平 成 15 年 度 末 平 成 14 年 度 末
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６ 審 査 意 見 

 

(1) 財政収入の根幹をなす市税収入は，景気低迷の長期化や地価の下落により，６年連続の減収で，

ほぼ平成元年度の水準となり，平成１６年度も減収が見込まれている。また，復旧・復興事業に

伴い発行した市債の残高（第３図参照）は，２兆円を超えて推移している。財政指標（決算審査

資料別表１参照）をみても起債制限比率は２５％を超え，財政構造の硬直化が一層進んでいる。 

 さらに，高齢化や市民所得の低下等に伴い，社会保障費や医療費が増加している。また，基金も

多額の取り崩しを続けた結果，平成１２年度で財源確保のために活用可能な基金は底をついており，

平成１５年度決算においても，前年度に引き続き，公債基金の繰替運用をはじめとして約１１５億

円の財源対策を行い，かろうじて収支の均衡を得ている。 

本市においては，とりわけ震災以降，危機的な財政状況の中で，復興余力を生み出すため新しい

行政システムの確立に取り組んできたところであり，平成１１年度からの５カ年計画「新行政シス

テムの確立に向けた取り組み」は平成１５年度予算で所期の目標を達成している。 

しかし，今後，少子高齢化の進展により，国の人口は平成１８年頃を境に減少することが予想さ

れているなど，従来の社会制度やしくみが機能しなくなることは明らかであり，行財政構造も抜本

的な改革が求められている。また，国においては，地方の権限と責任を拡大する方向で，①税源移

譲を含む税源配分の見直し，②国庫補助負担金の廃止・縮減，③地方交付税の見直しの３つを一体

的に行う「三位一体の改革」を進めているが，その本市での影響は平成１６年度で約１８０億円の

減収が見込まれるなど厳しいものとなっている。 

   このような状況のもと，さらなる行財政改善が引き続き求められており，平成２２年度を目途に

本市行財政の硬直的構造を改革するとして平成１５年１２月に公表された「行政経営方針」も踏ま

えて，休廃止を含めた事務事業の見直し，歳入の確保，歳出の削減等について以下の事項に留意し

ながら，引き続き取り組まれるよう要望する。 

①「行政」と「民間」の役割分担を見直す観点から，市民の協働と参画による地域の社会力を高

めていくとともに，質の高いサービスを安定的に提供していくことにも配慮しながら，ＰＦＩ

手法の活用，事務事業の民間委託の推進，公の施設の管理についての利用料金制度・指定管理

者制度の円滑な導入など民間活力の積極的な活用を図られたい。併せて外郭団体のより一層の

経営改善と競争力の強化に努められたい。  

② 平成１５年度から全事務事業を対象として実施している事務事業外部評価の結果を踏まえた

見直しを継続的に行い，ＰＤＣＡサイクルを確立し，経営品質の向上を図られたい。 

③ 受益と負担の適正化に当たっては，事業別コスト分析などの情報公開により説明責任を果た

し，市民の十分な理解・協力を得られたい。 
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備考：平成
10年度から
市街地再開
発事業，市
営住宅事業
を特別会計
としている

第  ３  図　　市 債 及 び 基 金 残 高 の 推 移（企業会計を除く）
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５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５(年度）
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市債残高 公債基金 公債基金を除く基金

(内訳)
一般会計
   15,780
特別会計
    4,450

(内訳)
一般会計
 8,056
特別会計
 1,033

(内訳)
一般会計
 14,475
特別会計
  1,102

(内訳)
一般会計
 17,161
特別会計
  1,153

(内訳)
一般会計
 17,993
特別会計
  1,166

(内訳)
一般会計
 15,915
特別会計
  3,785

(内訳)
一般会計
 16,128
特別会計
  3,941

(内訳)
一般会計
 15,948
特別会計
  4,168

(内訳)
一般会計
 15,861
特別会計
  4,301

(内訳)
一般会計
 15,514
特別会計
  4,595

(内訳)
一般会計
 8,800
特別会計
 1,036

 

こうした取り組みを「選択と集中」の考え方に基づいて行い，限られた資源を有効・効率的に活

用し，複雑多様化する市民ニーズに応えた行政サービスを提供することにより，市民福祉の向上に

努められたい。 

(2) 歳入面では，収入未済が多額となっている事業が見受けられるところであり，一般会計では市税，

災害援護資金貸付金返還金等，特別会計では国民健康保険事業費，市営住宅事業費等において，負

担の公平性の観点からも，特に収入の確保に引き続き努められたい。なお，震災に係る災害援護資

金貸付金の返還金においては，前年度に比べ収入未済が著しく増加しており，さらなる収入改善に

努められるとともに，国へ支援措置も要望されたい。 

 また，利用者の減により使用料収入が減少している施設が見られるため，施設を魅力あるものと

し，収入の確保を図られたい。 

歳出面では，中小企業融資や住宅融資において，不用額及び不用率が大きくなっており，あらか

じめ資金需要を的確に把握することに引き続き努められたい。 

一般会計から特別会計へ多額の繰り出しが行われているが，一般会計の財政状況は逼迫しており，

特別会計においても歳出の削減及び事業収入の増加を図られたい。また，効率的な事業の遂行に努

めるとともに，事業ごとの収支区分の明確化や時代に対応した今後の事業のあり方について検討し，

特別会計として一層の収支改善を図られたい。 
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平成１５年度基金運用状況審査意見 

 

 

第１ 審 査 の 対 象 

用品調達基金，都市整備等基金，勤労者福祉共済基金，消費者訴訟資金貸付基金の平成１５年

度における運用状況 

 

第２ 審 査 の 方 法 

基金の運用は目的に沿って行われているか，計数は正確であるか，会計処理は適正かについて，

収入役及び関係部局が所管する証書類と照合するとともに，責任者に対する質問の方法により審

査した。 

 

第３ 審 査 の 期 間 

平成１６年７月２２日～１０月２２日 

 

第４ 審 査 の 結 果 

平成１５年度基金運用は，目的に応じ確実に行われており，その計数は正確であり，会計処理

は適正に行われているものと認められた。 

基金の運用状況は次のとおりである。 

平成１５年度の基金の運用状況をみると，第１表のとおりである。 

当年度末の運用基金の総額は３０２億４，１０４万円で，都市整備等基金の増により前年度末

に比べ１億４，３５５万円（０．５％）増加している。 

運用額は３億５，０２７万円で，前年度に比べ６９億８，２１６万円（９５．２％）減少して

いる。これは主として，都市整備等基金で有価証券の取得が皆減したことによる。 

以下，各基金別に運用状況について述べる。 
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第　１　表

（単位　金額：千円，回転率：回）

年 度 末
現 在 高

年 度 中
運 用 額

年 度 末
現 在 高

年 度 中
運 用 額

年 度 末
現 在 高

年 度 中
運 用 額

15
年度

14
年度

13
年度

用品 調達基金 18,000 333,572 18,000 382,613 18,000 415,251 18.5 21.3 23.1
昭和39年
４月設置

(143,556) (△395,682) (438,218)

29,885,329 29,741,773 6,927,218 30,137,455 2,385,831

勤 労 者 福 祉
共 済 基 金

327,711 16,700 327,711 22,608 327,711 35,216 0.1 0.1 0.1
昭和47年
11月設置

消 費 者 訴 訟
資金 貸付基金

10,000 － 10,000 － 10,000 － － － －
昭和49年
７月設置

(143,556) (△395,682) (438,218)

30,241,040 350,272 30,097,484 7,332,439 30,493,166 2,836,298

　　　２　運用額とは，土地，物品，現金又は債権の運用に係るものである。

 　　　３　回転率　＝　運用額　／基金額　　

　　　４　回転率の※印は，基金の性格上回転率になじまないので，算出を省略したことを示す。

基 金 の 運 用 状 況

都市整備等基金

合　　　計

平 成 13 年 度平 成 14 年 度

－

平 成 15 年 度

備 考

回 転 率

※ ※ ※

※

　　　　千円）については，運用基金に係る金額のみを掲載した。

備考：１　（　）内の数字は，当該年度中の積立額・処分額の差引額で，内書きである。

基 金 別

※

平成元年
４月設置

※

　　　５　都市整備等基金（平成15年度末現在高 30,867,816千円)，勤労者福祉共済基金（平成15年度末現在高909,540

 

 

１ 用品調達基金 

この基金は，各部局（水道局を除く。）共通の用品の集中購買を実施することにより，用品の

取得及び管理に関する事務を円滑かつ効率的に行うことを目的として設置されているものである。 

流通形態の多様化等により用品を集中購買するメリットが薄れたため平成１６年４月１日に基金

は廃止されたが，精算処理にむけて平成１６年１月に用品基金の運用を停止したため，運用額は前

年度に比べ４，９０４万円（１２．８％）減少している。 

当年度末の基金在高は１，８００万円である。 

 

２ 都市整備等基金 

この基金は，公用若しくは公共用に供する土地又は公益のために必要とする土地を先行取得す

ることにより，都市の円滑な整備等に資すること及び公共施設の整備に資すること等を目的とし

て設置されているものであり，運用基金と積立基金からなっている。 
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当年度の運用状況をみると，第２表のとおりである。 

 

（単位　金額：千円）

増 加 減 少

(1,176,721) (1,033,205)

現 金 ･ 預 金 5,475,126 7,073,424 1,033,205 11,515,345

有　　価　　証　　券 6,918,049 0 1,070,000 5,848,049

(40)

土               　地 17,348,598 40 4,826,703 12,521,935

(1,176,761) (1,033,205)

合　　　計 29,741,773 7,073,464 6,929,908 29,885,329

備考：１　（　）書きは，積立及び処分による増減を内書きで示した。

　　　２　平成15年度末現在高は，30,867,816千円であるが，運用基金に係る金額のみを掲載した。

項　　　目

第 ２ 表 都 市 整 備 等 基 金 の 運 用 状 況

平 成 14 年 度
末  現  在  高

平 成 15 年 度
末  現  在  高

当 年 度 中 運 用 状 況

 

 

当年度は，市街地再開発事業用地等４８億２，６７０万円をそれぞれの会計に移管している。 

当年度末の基金在高は３０８億６，７８１万円である。このうち運用基金に係るものは２９８

億８，５３２万円で，その内訳は，現金・預金１１５億１，５３４万円，有価証券５８億 

４，８０４万円，土地１２５億２，１９３万円となっている。 

 

３ 勤労者福祉共済基金 

この基金は，神戸市勤労者福祉共済制度条例に定める給付事業及び貸付事業を円滑かつ効率的

に運営するために設置されているものであり，購買資金の貸付けに充てるための運用基金と，永

年勤続ほう賞記念品の給付原資を積み立てるための積立基金からなっている。 

当年度末の基金在高は９億９５４万円となっており，このうち運用基金に係るものは，３億 

２，７７１万円である。 

当年度の購買資金の貸付けに係る運用額は１，６７０万円で，前年度に比べ５９０万円 

（２６．１％）減少している。 

 

４ 消費者訴訟資金貸付基金 

  この基金は，神戸市民のくらしをまもる条例に基づき，消費者訴訟に要する費用の貸付けを円滑

かつ効率的に行うために設置されているものである。 

  当年度末の基金在高は１，０００万円で，貸付けを行っていない。 

 


